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はじめに
公共工事の発注においては、工事用地の

確保、地元調整・占用事業者協議等の各関

係機関協議を整え、適正な工期を確保し発

注することが基本となります。

しかし、一部の工事では、工事用地の確

保ができていない場合や、各関係機関との

協議が整っていない場合においてもやむを

得ず条件明示を行い発注するなど、請負者

の責によらない事由により施工ができない

場合があります。

このような場合には、発注者が工事の施

工を中止させなければ、中止に伴って必要

とされるはずの工期又は請負代金額の変更

は行われず、増加費用等の負担も請負者が

負うことになるばかりか、品質確保のため

の環境も損なわれる恐れがあります。

この「工事一時中止ガイドライン」は、

請負者の責によらない事由である「工事用

地等の確保ができないため」、「暴風、豪雨、

洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、

騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事

象のため」、及び「発注者が必要であると

認めるときの工事の中止」について、適正

な対応を行うために請負者・発注者双方の

共通認識を深めることを目的としてとりま

とめたものです。
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発注者の中止指示義務
請負者が工事を施工する意思があっても

施工できない場合には、発注者が工事の全

部又は一部の中止を命じなければなりませ

ん。

このような場合に発注者が工事を中止さ

せなければ、中止に伴い必要とされる工期

又は請負代金額の変更は行われません。

請負者・発注者の十分な理解のもと適切

に中止指示されることが必要です。

中止・再開の通知、基本事項の指示
発注者は工事を中止するにあたっては、

中止の対象となる工事内容、工事区域、中

止期間の見通し等の中止内容を請負者に通

知しなければなりません。また、工事現場

を適正に維持管理するために最低限必要な

管理体制等の基本事項を指示することとな

ります。

発注者は工事を再開するにあたっては、

請負者に通知しなければなりません。なお、

中止の通知の時点では中止期間が確定的で

ないことが多く、工事中止の原因となって

いる事案の解決に要する時間を検討し、再

開できる時期を通知する必要があります。

基本計画書の作成
請負者は工事の中止を通知された場合に

は、中止期間中の工事現場の維持・管理に

関する基本計画書を作成し、発注者に提出

しなければなりません。また、発注者は提

出された基本計画書を確認し、承諾する必

要があります。

基本計画書に記載する内容は、次のとお

りです。

◇中止時点における工事の出来形、職員

の体制、労働者数、搬入材料及び建設

機械器具等に関すること

◇中止に伴う工事現場の体制の縮小と再

開に関すること

◇中止期間中の工事現場の維持、管理に

関すること

◇中止した工事現場の管理責任に関する

こと

なお、中止した工事現場の管理責任は、

請負者に属することとなります。

請負代金額又は工期の変更
発注者は工事を中止させた場合におい

て、必要があると認められるときは、請負

代金額又は工期を変更しなければなりませ

ん。

従って、工事の全部及び一部の中止にお

いても、中止がごく短期間である場合、中

止が部分的であって全体の工事の施工に影

響がない場合等例外的な場合を除き、請負

代金額及び工期の変更を行う必要がありま

す。

なお、工期の変更期間につきましては、

原則として、工事を中止した期間としてい

ますが、地震、災害等の場合は、片付け期

間や復興期間を考慮して工期延期する場合

もあります。

増加費用又は損害（以下、増加費用等）の
考え方
発注者が工事を中止させた場合におい

て、中止に伴う増加費用等が発生した場合

は、請負者は請求することができます。

従って、請負者から請求がない場合には、

中止に伴う増加費用等の発生がないものと

見なされてしまいます。

増加費用等として積算する範囲は、次の

とおりです。

◇工事現場の維持に要する費用

◇労働者、建設機械器具等を保持するた

めの費用

◇工事現場の体制の縮小に要する費用
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◇工事現場の体制の再開準備に要する費

用

増加費用等の算定は、請負者が基本計画

書に従って実施した結果、必要とされた工

事現場の維持等の費用の明細書に基づき、

費用の必要性、数量などを請負者・発注者

が協議して定めることとなります。

おわりに
「工事一時中止ガイドライン」「設計変

更ガイドライン」（2008．９月号で紹介）は、

請負者・発注者が公共工事の請負契約にお

いて、各々の対等な立場で公正な契約を締

結し、誠実に履行するための双方向のガイ

ドラインです。

このガイドラインにより請負者・発注者

の良好なパートナーシップが構築されるこ

とを望むとともに、さらなる関係者への周

知徹底を図っていきたいと思います。

１．土木学会コンクリート標準示方書の役割
示方書は、構造物を造るための基本技術

が示され、公共機関の工事標準仕様書など

に引用されています。一般的に、工事標準

仕様書にはコンクリート工事についての詳

細な記述がなく、多くの場合は土木学会コ

ンクリート標準示方書などに準じて作業が

進められるように示されています。そのた

め、コンクリート標準示方書の中でも施工

編は、コンクリート施工の標準として永く

参考にされ続けています。

コンクリート標準示方書は、昭和６年制

定以来、コンクリート構造物の計画、設計、

施工、維持管理のあるべき姿を示し、改訂

を重ねられ、わが国のコンクリート技術の

進歩に貢献してきました。今回の改訂で

は、2002年以降の技術の進展を加え、性

能規定型の示方書を基本としながら、実務

に供するための技術標準として、その役割

を全うするための改訂がなされています。

２．2007年版示方書の構成と施工編の
位置づけ
今回の改訂において、示方書の構成は、

［設計編］、［施工編］、［維持管理編］、［ダ

ムコンクリート編］、および［規準編］と

なりました。

設計編は、［本編］、［標準］、［参考資料］

に区分され、［本編］は性能照査を行う方

式で示され、［標準］は適用範囲を限定す

ることで、より簡易な手法で性能照査を満

足する方法を示しています。また、［参考

資料］は、［本編］の理解を助けるための

説明や事例などを示しています。設計で

は、構造物に要求される耐久性、安全性、

使用性、復旧性、環境および景観などが設

定され、これまで施工編で示されていた耐

久性の照査が設計編で扱われることにな
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